
 

 

旅館業法の見直しに係る検討会開催要綱 

 

 

１ 趣旨・目的 

 平成 30 年６月に施行された旅館業法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 84 号。

以下「改正法」という。）による改正後の旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）の施行状況

については、改正法附則において「施行後３年を目途として」検討することとされている。 

 また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等を背景に、旅館業の事業承継手続の整備

について検討する必要があるほか、旅館・ホテルの現場に即した柔軟な感染症対策が行え

るよう必要な措置を検討すべきとの声もある。 

 これらの状況を踏まえ、旅館業法に係る検討課題に対応するため、本検討会を開催する。 

 

２ 検討事項 

（１）改正旅館業法の施行状況について 

（２）新型コロナウイルス感染症を踏まえた旅館業法に係る検討課題（第５条、第６条等）

への対応について 

（３）その他 

 

３ 構成等 

（１）本検討会の構成員は別紙のとおりとし、座長を１名置く。 

（２）座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

（３）座長に事故が生じた場合は、あらかじめ座長が指名する者がその職務を代理する。 

（４）構成員は、その申出により、構成員が指名する者を代理で出席させることができる。 

（５）本検討会は、必要に応じ、構成員以外の有識者の意見を求めることができる。 

 

４ 運営 

（１）本検討会は厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官が開催する。 

（２）本検討会は原則公開とし、会議資料及び議事録についても、後日厚生労働省 HP にお

いて公開する。ただし、議事内容により、座長が非公開とすることが必要であると認め

る場合は、開催予定とともに非公開である旨及びその理由を公開し、会議終了後、可能

な範囲で会議資料及び議事要旨を公開する。 

（３）本検討会の庶務は医薬・生活衛生局生活衛生課が行う。 

（４）この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関して必要な事項は座長が検討会の

了承を得て、その取扱いを決定するものとする。 
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